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本資料は、国総研ホームページで公開しています。  

ダウンロード先ＵＲＬ：https://www.ysk.nilim.go.jp/kenkyuseika/pdf/ks1259.pdf 

本資料は、国総研による我が国全体の外貿港湾・コンテナ貨物量の最新の推計に

ついて、その推計手法やデータ等をとりまとめたものである。当所においては、港

湾計画の審査や政策の企画・立案のために、国全体の港湾・コンテナ貨物量を継続

的に推計してきている。その最新の推計結果を、港湾計画の改訂に関わる関係者の

参照資料とするために、交通政策審議会第 89回港湾分科会において「全国の外貿コ

ンテナ貨物量推計について」として報告しており、本資料は、その詳細を整理した

ものである。 
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